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株主各位
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証券コード　6926

平成23年６月９日

株　主　各　位
　 東 京 都 世 田 谷 区 等 々 力 六 丁 目 1 6 番 ９ 号

　 岡谷電機産業株式会社
代表取締役会長 丸　山　律　夫

第88回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　この度の東日本大震災に被災された皆様に心よりお見舞い申し上げ
ます。　
さて、当社第88回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月23日（木曜日）
午後５時10分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成23年６月24日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区九段北四丁目２番25号
　 　 アルカディア市ヶ谷（私学会館）５階　穂高の間　
　 　 （会場が昨年と異なっておりますので、末尾の会場ご案内

　図をご参照くださいますようお願い申し上げます。）　
３．株主総会の目的事項
　 報 告 事 項 １．第88期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第88期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計
算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 監査役２名選任の件
　 第３号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.okayaelec.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　業　報　告

(平成22年４月１日から)平成23年３月31日まで
　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

イ．営業の状況

当連結会計年度における世界経済につきましては、欧州諸国の金融不

安や北アフリカ・中東の政情不安などの懸念される要因がありましたが、

総じて景気の回復基調が続きました。米国では企業の業況が堅調に推移

し、消費や雇用の改善など、景気は緩やかながらも回復を維持しており、

アジア経済は中国が高い成長を維持し、景気の拡大基調が続きました。

一方、国内においても、雇用環境・所得の改善は進んでいないものの、

政府の経済対策の効果やアジアを中心とする新興国の需要に牽引され輸

出が持ち直すなど、緩やかな景気回復が続きました。しかしながら、平

成23年３月11日に発生した東日本大震災は、大津波や原発事故などで未

曽有の被害をもたらし、わが国の景気回復に多大な影響を及ぼしていま

す。

このような経営環境の中、当社グループは国内では薄型テレビを中心

としたＡＶ機器用部品において、地上デジタル放送対応への買い替え需

要やエコポイント制度の駆け込み需要もあり、好調に推移しました。ま

た、自動車や電子機器業界の旺盛な設備投資需要を受けて、工作機械や

半導体製造装置についても大幅な伸びが見られ、それらに向けての部品

需要も好調に推移しました。　

　また、海外向けにおいては、中国をはじめとする新興国で薄型テレビ

需要が高水準を維持するとともに、パソコンやＯＡ機器も好調に推移し

ました。さらに、エアコン部品も猛暑の影響や中国のインバータ化への

対応、並びに南半球諸国向けの需要増などもあり、活況を呈しました。

　こうしたなか、生産面では設備を最大限に活用し対応いたしましたが、

一部製品につきましては生産が納期に間に合わない時期もあり、生産体

制の増強を並行して進めてまいりました。
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　一方におきまして、新規分野の深耕も継続的に取り組んでおります。

エコ発電のパワーコンディショナーや、高精密医療機、ノイズ測定設備

向けなどのノイズ関連製品や、ＬＥＤ照明灯用のサージ製品、エレベー

ター・エスカレーター・ショーケースのＬＥＤ照明なども提案活動を強

化し一定の成果をあげるとともに、センサーも産業機器向けを中心に安

定した受注で推移しております。

　また、コスト面につきましては当社の主力生産工場のある中国で、平

成22年５月と平成23年３月の２回にわたって最低賃金の上昇があり、人

件費負担の大幅増加がありました。加えて、人民元の高騰や原材料費の

大幅上昇が追い討ちをかけています。そのため、省エネの新製品開発や

省力化へ向けての自動化機械設備を導入し生産効率を高め人件費の縮減

を進めております。

　さらに、中国における製造コストの上昇を吸収すべく、スリランカ工

場の生産設備増強にも取り組んでおり、月を追うごとに生産数量も上が

ってきております。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は144億88百万円（前連結会計年

度比122％）、営業利益は15億23百万円（同277％）、経常利益は14億59

百万円（同302％）、当期純利益は８億95百万円（同364％）となりまし

た。

　

ロ．部門別概況

ノイズ関連製品

薄型テレビを中心としたＡＶ機器やパソコン・事務機関連向けの需要

が堅調に推移しました。また、エアコンも猛暑の影響や新興国需要の伸

びに支えられ増加し、ＬＥＤ照明電源用コンデンサの売上も大きく伸び

ました。また、工作機械や半導体製造装置の大幅な伸びに合わせてノイ

ズフィルタも需要が堅調で、当連結会計年度の売上高は84億59百万円（同

132％）となりました。

　

サージ関連製品

中国などのインバータエアコン、工作機械向けが順調に推移しました。

新規分野として太陽光発電や電気自動車の急速充電器向けなどへの拡販

をすすめ、ＬＥＤ照明用も増加しました。また、セキュリティー関連の

防犯・防災機器や監視カメラ向けへの実績も寄与し、当連結会計年度の

売上高は26億64百万円（同111％）となりました。
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表示関連製品

産業機器向けのＬＥＤ表示が中国向けを中心として大きく寄与しまし

た。また、エレベーター・エスカレーター並びに鉄道の駅舎やショーケ

ース向けのＬＥＤ照明が増加するとともに、工作機械や医療機器向けも

順調に推移しました。さらに、給湯器やアミューズメント向けのＬＣＤ

表示機や、個人向け医療機器用ＬＣＤ表示機、空港の表示板用のＦＳ－

ＬＣＤなどの成果もあり、当連結会計年度の売上高は25億32百万円（同

100％）となりました。

　

その他

産業機器向けセンサー需要が大きく、工作機械エンコーダ用の素子が

売上を伸ばしました。また、時計の時刻補正用センサーなどの継続受注

とも合わせて、当連結会計年度の売上高は８億33百万円（同167％）とな

りました。

　

部門別売上高実績

部 門 売 上 高 受 注 高

ノ イ ズ 関 連 製 品 8,459百万円 9,260百万円

サ ー ジ 関 連 製 品 2,664 2,807

表 示 関 連 製 品 2,532 2,966

そ の 他 833 816

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資実施額は６億21百万

円であり、その主なものは、次のとおりであります。

当連結会計年度に完成した主要設備

　 当社本社 基幹システムソフトウェア

　 当社長野事業所 ノイズ、表示関連製品・その他の開発及

び製造設備

　 当社埼玉事業所 サージ関連製品の開発及び製造設備

　 岡谷香港有限公司・

東莞東坑岡谷電子廠

ノイズ、サージ、表示関連製品の製造設

備

　 OKAYA LANKA (PVT) LTD. ノイズ関連製品の製造設備

　

③　資金調達の状況

特記すべき事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　　　　　目
平成19年度
第 85 期

平成20年度
第 86 期

平成21年度
第 87 期

平成22年度
(当連結会計年度)

第 88 期

受 注 高 (百万円) 16,274 12,726 12,371 15,850

売 上 高 (百万円) 15,972 13,368 11,839 14,488

経 常 利 益 (百万円) 1,458 464 482 1,459

当 期 純 利 益 (百万円) 900 150 245 895

１株当たり当期純利益 (円) 40.28 6.72 10.99 40.06

総 資 産
（純　 資　 産）

(百万円)
12,621
(7,783)

11,172
(7,174)

11,949
(7,497)

12,848
(7,744)

１株当たり純資産 (円) 348.09 320.88 335.34 346.40

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数に基づき計算しております。

　

(3) 重要な子会社の状況

子会社の状況

会　　　社　　　名 資 本 金 議 決 権 比 率 主要な事業内容

東 北 オ カ ヤ 株 式 会 社 80,000千円 100.00％ 電子部品の製造販売

Ｏ Ｓ Ｄ 株 式 会 社 10,000千円 100.00 電子部品の製造販売

岡 谷 香 港 有 限 公 司 30,700千HK＄ 100.00 電子部品の製造販売

OKAYA LANKA (PVT) LTD. 250,000千LKR 100.00 電子部品の製造販売

岡谷香港貿易有限公司 600千HK＄ 100.00 電子部品の輸入販売

OKAYA ELECTRIC (SINGAPORE) PTE LTD. 500千S＄ 100.00 電子部品の輸入販売

OKAYA ELECTRIC AMERICA INC. 400千US＄ 100.00 電子部品の輸入販売
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(4) 対処すべき課題

ⅰ．高付加価値製品の売上確保

電気機器業界における当社グループの主要な顧客は、海外への生産シフト

をより加速し、価格競争も厳しくなるものと考えられます。このような中で、

主に国内で市場を形成している工作機械、伸張していくことが予測されるエ

コ発電、交通・運輸、通信業界向けなど高付加価値製品のシェアの確保、拡

大を図ってまいります。
　

ⅱ．海外新規市場の開拓

当社グループの海外売上は中国を中心としたアジアの比重が高く、その他

地域の販路を拡大することが課題となっております。今後の有望市場として

ＡＳＥＡＮ諸国及び欧州の開拓のために、市場調査及び営業体制つくりを続

けてまいります。
　

ⅲ．経営資源の選択と集中

経営資源を競争優位性のある事業に集中し、顧客のニーズに適合した独創

的な製品を先行開発できる体制を築いてまいります。品質・コスト・納期を

確保するための生産力の強化、顧客のニーズに対応するためのカスタマイズ

能力の強化、製品の提供に必要な測定、診断、営業コンサルティングなどに

必要な経営資源、設備などへの投資を積極的に実施してまいります。
　

ⅳ．新商品・新技術開発

顧客の潜在ニーズを取り込んだ新製品を継続的に供給し続けることが重要

な課題であり、これを可能にする情報収集力、技術開発力、営業力を強化す

るとともに、当社グループの中核技術を活かしつつアライアンス戦略も交え、

新製品、新技術の開発を新規分野への応用展開を含め推進してまいります。
　

ⅴ．原材料価格高騰と原価低減

原油、非鉄金属を中心とする商品市況の変動が継続するなか、グローバル

な視点に立った最適地生産のさらなる推進と、物流を含めた総コスト対策を

実施しコストの継続的低減に注力してまいります。
　

ⅵ．金融商品取引法への対応

平成20年度から施行された改正金融商品取引法に対応し、財務報告の信頼

性を確保するための内部統制システムを引き続き構築・維持してまいります。
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ⅶ．コンプライアンス経営

当社グループを取り巻くステークホルダーの負託にこたえつつ、公正、公

平、透明で、かつ、法令等を遵守した経営を続けることは、重要な責務であ

ります。そのため、コーポレート・ガバナンスを充実し、最大限の経営努力

をしてまいります。

　

(5) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

当社グループは次の製品の製造販売をいたしております。

ノイズ関連製品、サージ関連製品、表示関連製品、その他

　

(6) 主要な拠点（平成23年３月31日現在）

本 社 及 び
営 業 本 部

東京都世田谷区等々力六丁目16番９号

営 業 所 東日本（東京都世田谷区）、西日本（大阪市福島区）
出 張 所 関東（東京都世田谷区）、長野（長野県岡谷市）、北

陸（石川県金沢市）、静岡（静岡市葵区）、名古屋（名
古屋市東区）、大阪（大阪市福島区）、福岡（福岡市
博多区）

埼 玉 事 業 所 埼玉県行田市
長 野 事 業 所 長野県岡谷市
国 内 生 産 拠 点 東北オカヤ株式会社（岩手県一関市・福島県安達郡）、

ＯＳＤ株式会社（埼玉県行田市）
海 外 生 産 拠 点 岡谷香港有限公司・東莞東坑岡谷電子廠（中国広東省

東莞市）、OKAYA LANKA (PVT) LTD.（スリランカ）
海 外 販 売 拠 点 岡谷香港貿易有限公司（香港）、OKAYA ELECTRIC

(SINGAPORE) PTE LTD.（シンガポール）、OKAYA
ELECTRIC AMERICA INC.（米国インディアナ州）
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(7) 使用人の状況（平成23年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

815（2,054）名 ＋152（＋27）名

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

　　　２．使用人増加の主な要因は、OKAYA LANKA (PVT) LTD.の使用人増加によるものでありま

す。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

193（26）名 △3（△7）名 39.0歳 13.8年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 742  百万円

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 283

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 140

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 91

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。



2011/05/26 21:21:15 ／ 10727280_岡谷電機産業株式会社_招集通知

株式に関する事項

－ 9 －

２．会社の現況に関する事項

(1) 株式に関する事項（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 90,000,000株

②　発行済株式の総数 22,921,562株

（自己株式564,687株を含む）

③　株主数 9,276名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託沖電気工業口 36,020百株 16.1％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 20,660 9.2

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,824 4.8

昭 栄 株 式 会 社 10,400 4.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 8,199 3.7

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 6,441 2.9

安 田 不 動 産 株 式 会 社 6,385 2.9

岡 谷 企 業 財 形 会 5,379 2.4

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,650 2.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,084 1.8

（注）１．持株比率は自己株式（564,687株）を控除して計算しております。

２．みずほ信託銀行株式会社退職給付信託沖電気工業口は、沖電気工業株式会社がみずほ

信託銀行株式会社に当社株式を信託する退職給付信託契約を締結した信託財産であり、

議決権の行使については沖電気工業株式会社の指図によって行使されることになって

おります。

３．持株数は百株未満を切り捨てて表示しております。
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(2) 会社役員に関する事項

①　取締役及び監査役の状況（平成23年３月31日現在）

　　地　　　位 氏　　　　　名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長
（代表取締役）

丸 山 律 夫 最高経営責任者（ＣＥＯ）

取 締 役 社 長
（代表取締役）

山 岸 久 芳 最高執行責任者（ＣＯＯ）

取 締 役 江 本 明 弘 常務執行役員　管理本部長

取 締 役 青 木 正 光 執行役員　生産本部長

取 締 役 吉 野 　 卓 執行役員　管理本部副本部長

取 締 役 木 代 俊 彦 　

常 勤 監 査 役 清 田 宗 明 　

監 査 役 鈴 木 英 夫 　

監 査 役 小 川 正 明 　

（注）１．取締役木代俊彦氏は、社外取締役であります。

２．監査役清田宗明氏及び監査役小川正明氏は、社外監査役であります。

３．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

①平成22年６月25日開催の第87回定時株主総会終結の時をもって、松岡郁男氏及び一

瀬和好氏が任期満了により取締役を、江本明弘氏が辞任により監査役をそれぞれ退

任いたしました。

②平成22年６月25日開催の第87回定時株主総会において、江本明弘氏及び吉野卓氏が

取締役に、清田宗明氏が監査役にそれぞれ選任され就任いたしました。　

４．監査役鈴木英夫氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して

おります。

　監査役鈴木英夫氏は、当社に昭和40年３月から平成12年６月までの間、うち通算25年

にわたり決算手続並びに財務諸表等の作成に従事しておりました。

５．当社は、取締役木代俊彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8名
（1）

116,752千円
（4,800）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
（3）

26,730
（21,930）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

12
（4）

143,482
(26,730）

（注）１．上記には、平成22年６月25日開催の第87回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役２名（うち社外取締役０名）及び社外監査役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。

　　役員賞与　取締役５名（うち社外取締役０名）　12,802千円　　

　　（当社は社外取締役及び監査役に対し、役員賞与を支給しておりません。）

４．取締役の報酬額は、平成20年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額220,000

千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

５．監査役の報酬額は、平成20年６月24日開催の第85回定時株主総会において年額60,000

千円以内と決議いただいております。

６．上記のほか、平成22年6月25日開催の第87回定時株主総会の決議により支給した役員退

職慰労金は次のとおりであります。

　　退任取締役  1名  3,676千円

　　　なお、当社は平成15年3月期をもって取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃止して

おり、当該取締役の就任時から平成14年６月末日までの在任期間に対応する退職慰労

金であります。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との兼職状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社

と当該他の法人等との関係

特記すべき事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

特記すべき事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

　
取 締 役 会 監 査 役 会

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 木 代 俊 彦 25回 100％ ―　 ―　

監 査 役 清 田 宗 明 17 94 10回 100％

監 査 役 小 川 正 明 25 100 14 100

・取締役会及び監査役会における発言状況

　取締役木代俊彦氏は、当事業年度に開催された取締役会25回全てに

出席いたしました。取締役会において決議事項及び報告事項に関して、

会社方針に沿うものであるか、また、企業倫理上問題ないかの確認を

行い、意思決定の妥当性及び適正性を確保するための発言をしており

ます。

　監査役清田宗明氏は、平成22年６月25日の就任以来、当事業年度に

開催された取締役会18回のうち17回及び監査役会10回全てに出席いた

しました。取締役会及び監査役会において、決議事項や報告事項に適

宜質問するとともに、経営や監査活動全般について客観性や中立性を

重視した発言を行っております。

　監査役小川正明氏は、当事業年度に開催された取締役会25回及び監

査役会14回全てに出席いたしました。取締役会及び監査役会で公正中

立な立場から必要に応じ適宜発言・監査意見を述べております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外役員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めて

おりますが、当該内容の契約は行っておりません。
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(3) 会計監査人の状況

①　名　　　称 有限責任 あずさ監査法人

（注）あずさ監査法人は、平成22年７月１日付で有限責任監査法人に移

行し、有限責任 あずさ監査法人となりました。

　

②　報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 54百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

54

（注）監査法人との契約によって、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査を区分していない

ため、これらの合計額を記載しています。

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違

反・抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監

査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検討を

行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規定に則り「会

計監査人の解任」または「会計監査人の不再任」を株主総会の付議議案と

することを取締役会に請求し、取締役会はそれを審議いたします。

　

④　責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結で

きる旨を定款で定めておりますが、当該内容の契約の締結は行っておりま

せん。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

当社は、コンプライアンス基本方針を設け、そのなかに下記を定める。

岡谷グループは、コンプライアンスの実践を企業が存続、発展する上で

不可欠なものと位置づけ、企業活動において求められるあらゆる法令等

の遵守はもとより、高い倫理観に則して行動し、公正かつ誠実で透明性

の高い企業活動を遂行する。　

当社の取締役は、上記方針の実践のため社是、企業理念及び岡谷グルー

プ行動基準に従い、当社グループにおける企業倫理の遵守及び浸透に関し

てリーダーシップを発揮する。

コンプライアンス担当役員及び内部統制担当者を置き、コンプライアン

ス体制の構築及び運用を行う。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は法令・社内規定に基づき、取締役の職務の執行に係る文書・記録

その他情報を、その保存媒体に応じて適切・確実に、かつ検索及び閲覧可

能な状態で定められた期間、保存・管理する。　

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは、企業価値を高め、企業活動の持続可能な成長を実現す

ることを阻害するあらゆるリスクに対処すべく、リスク管理基本方針を定

め、リスク管理規定を設ける。これに基づき、各会議体によってグループ

横断的リスク、各部署、各業務プロセスに潜むリスクを抽出・評価し、優

先順位をつけて体制の整備、対応策の立案をし、対応策を講じる。さらに、

事業戦略立案部門は、事業戦略策定時に想定される事業リスクの抽出評価

を行い対応策の検討を図る。

　これらの内容は内部監査規定に基づき内部監査部門が監査にて確認する。

　さらに、半期に一度、取締役会または執行役員会でレビューし、リスク

管理レベルの向上を図る。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは、ISO9000 シリーズを利活用して、一つの方針のもと、

ひとつの仕組みを構築し、業務の標準化を図る。

　当社の意思決定の妥当性及び執行業務の管理監督・牽制機能を向上する

ため取締役のうち一名以上は社外取締役とする。

　当社では、業務執行と監督の役割分担を明確にする目的から、執行役員

制を採用する。執行役員会は毎月定例及び適宜開催し、予算実績管理、そ

の他、業務執行に関する重要事項の意思決定をし、業務執行の円滑化を図

る。取締役会は毎月定例及び適宜開催し、経営の重要事項その他、意思決

定の場とする。

　当社グループは経営方針の徹底のため、中期経営計画を立案、遂行し、

これをもとに年度執行計画及び予算を立案し、各部署、子会社、使用人に

至るまで方針を展開し、業務計画を策定、推進する仕組みを構築すること

により、取締役の職務の効率化を図る。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　当社グループは、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するため、社是、企業理念、コンプライアンス基本方針、岡谷グルー

プ行動基準、情報開示マニュアルなどを定め、その周知徹底と実践運用を

行う体制を構築する。また、これを維持向上させるため、当社グループの

使用人に対する教育、研修を行う計画を策定、実施する。

　さらに、当社グループは、コンプライアンス違反行為の可能性を削減す

るため、グループ横断的内部通報制度を設ける。

　使用人の職務の執行が法令、定款に適合することを確実にし、さらに、

この体制を維持向上させるため、内部監査規定に準拠した内部監査、事業

所内監査を実施する。
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⑥　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　当社グループは、ISO9000 シリーズを利活用して、一つの方針のもと、

ひとつの仕組みを構築し、業務の標準化を図る。その上で、当社グループ

における会社間の取引は、法令、会計原則、税法その他の社会規範に照ら

し適切なものとする。

　当社グループでは、これを確実にするため、当社グループ全体で整合し

た年度計画、予算を策定するとともに毎月の取締役会で各関係会社担当役

員及び各社社長が業務執行状況、予算管理状況などを報告し、さらに、四

半期ごとに関係会社経営会議を開催し、業務の適正さを確認する。

　当社グループの業務の適正を確保し、さらに、これを維持向上させるた

め、内部監査規定に準拠した内部監査、事業所内監査を実施する。

　グループ会社に連結財務報告に係る内部統制評価に必要な体制整備への

協力を義務付ける。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助する専任の使用人はいないが、監査役会が

監査役の職務を補助すべき専任の使用人が必要と判断した場合、取締役会

と監査役会で協議し、人員の配置を行うものとする。

　

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　前号の使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命、

異動、評価など人事権に係わる事項の決定には常勤監査役の同意を得るも

のとする。

　

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　当社では、取締役、執行役員が報告を行う毎月の取締役会、執行役員会

に監査役が出席するほか、業務執行上重要な討議及び報告を行う営業、生

産、管理各本部会議、品質環境委員会などの会議には常勤監査役が出席す

る。また、稟議書や議事録及び業務執行に関する重要文書を閲覧し、必要

に応じて取締役及び使用人から説明を聴取する。
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　監査役は、必要に応じて取締役会、執行役員会その他の会議の場及び代

表取締役との定期的な意見交換の場で意見を述べるものとする。

　取締役・執行役員及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのあ

る事実、その他法令もしくは定款に反する事実を発見したとき、または経

営・業績に影響を及ぼす重要な事実について決定したときは、直ちに監査

役に報告する。

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、監査が実効的に行われることを確実にするため代表取締役、

その他取締役及び執行役員と定期的な意見交換会を実施するとともに、内

部監査部門及び会計監査人と監査計画、監査内容について、情報交換を行

うなど相互連携を図るものとする。

　

(5) 会社の支配に関する基本方針

当社は、現経営陣による会社財産の有効な活用、適切な企業集団の形成等

の取り組みによって、企業価値・株式価値が向上しているものと確信してお

り、特段の買収防衛策は考えておりません。今後も、株主の皆様との関係を

良好に保ちながら、企業価値・株式価値を向上すべく、皆様の負託に応えて

いく所存でございます。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 性 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

7,496,933

1,100,753

4,615,195

492,429

272,198

580,239

38,879

122,813

287,404

△12,980

5,351,787

2,819,521

758,963

724,917

6,314

90,770

1,095,781

142,773

415,038

87,960

281,816

45,260

2,117,227

725,647

1,000,000

273,090

137,289

△18,800

（負　債　の　部）     

流 動 負 債 3,704,173

支払手形及び買掛金 1,425,618

短 期 借 入 金 770,698

一年内返済予定の長期借入金 173,320

未 払 費 用 298,159

未 払 法 人 税 等 387,318

リ ー ス 債 務 101,715

そ の 他 547,342

固 定 負 債 1,400,145

長 期 借 入 金 333,350

退 職 給 付 引 当 金 528,652

役 員 退 職 引 当 金 35,053

環 境 対 策 引 当 金 12,728

再評価に係る繰延税金負債 290,809

リ ー ス 債 務 184,415

資 産 除 去 債 務 8,305

そ の 他 6,832

負 債 合 計 5,104,318

（純 資 産 の 部）     

株 主 資 本 7,948,615

資 本 金 2,295,169

資 本 剰 余 金 1,860,953

利 益 剰 余 金 3,911,910

自 己 株 式 △119,418

その他の包括利益累計額 △204,213

その他有価証券評価差額金 106,807

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 8,887

土 地 再 評 価 差 額 金 428,513

為 替 換 算 調 整 勘 定 △748,421

純 資 産 合 計 7,744,401

資 産 合 計 12,848,720 負債・純資産合計 12,848,720
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連 結 損 益 計 算 書

(
　

平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで )　

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 14,488,637

売 上 原 価 　 10,508,641

売 上 総 利 益 　 3,979,995

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,456,501

営 業 利 益 　 1,523,494

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 35,349 　

そ の 他 16,500 51,849

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 20,542 　

為 替 差 損 92,176 　

そ の 他 3,557 116,276

経 常 利 益 　 1,459,067

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 9,477 9,477

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 3,908     

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4,454     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 120,783     

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 12,728     

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,305 150,179

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 1,318,366

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 429,645 　

法 人 税 等 調 整 額 △6,886 422,759

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 895,606

当 期 純 利 益 　 895,606
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連結株主資本等変動計算書

(
　

平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで )

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

平 成 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,295,169 1,860,948 3,329,310 △119,137   7,366,291

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △313,006 　 △313,006

当 期 純 利 益 　 　 895,606 　 895,606

自 己 株 式 の 取 得 　 　     △289 △289

自 己 株 式 の 処 分 　 4     9 13

株主資本以外の項目の連結会計年度
中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

　             －

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 4 582,600 △280    582,324
平 成 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,295,169 1,860,953 3,911,910 △119,418 7,948,615

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

平 成 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 214,190 － 428,513 △511,576 131,127 7,497,418

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　     　 　 － △313,006

当 期 純 利 益 　     　 　 － 895,606

自 己 株 式 の 取 得 　     　 　 － △289

自 己 株 式 の 処 分 　     　 　 － 13

株主資本以外の項目の連結会計年度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△107,383 8,887 － △236,844 △335,340 △335,340

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △107,383 8,887 － △236,844 △335,340 246,983

平 成 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 106,807 8,887 428,513 △748,421 △204,213   7,744,401
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

Ⅰ．連結の範囲等に関する事項

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 … ７社

（すべての子会社を連結の範囲に含めております。）

(2) 連結子会社の名称 …

東北オカヤ株式会社、ＯＳＤ株式会社、OKAYA ELECTRIC AMERICA INC.、

岡谷香港有限公司、岡谷香港貿易有限公司、OKAYA ELECTRIC

(SINGAPORE) PTE LTD. 、OKAYA LANKA（PVT）LTD.

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社が存在しないため該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

Ⅱ．会計処理基準に関する事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの …………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの …………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

　

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　時価法によっております。

　

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、

原材料及び貯蔵品 …………………

主として先入先出法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価の切下げの方法）によっ

ております。
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４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 …………………… 主として定率法によっております。

(リース資産を除く) ただし、当社及び国内連結子会社では、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、

定額法によっております。

　

(2) 無形固定資産 ……………………

(リース資産を除く)

　

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 ………

　

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 ……

定額法によっております。

　

　

　

自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法によっております。

　

リース取引期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借に係る方法に

準じた会計処理によっております。

　

５．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金 ……… 売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。
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(2) 退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定率法により按分した額を、

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

　

(3) 役員退職引当金 …

　

　

　

　

　

　

　

(4) 環境対策引当金 …

役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額の全額を計上しております。

当社は、平成15年３月期で、また、国内連結子会社

１社は、平成23年３月期で役員退職金制度を廃止し

ております。なお、役員退職引当金の既引当残高は

各役員の退職時に当該役員に対する引当額を取崩し

支給することとしております。

　

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」によって処理することが義務づ

けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、そ

の処理費用見込額を計上しております。
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　６．その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項　

(1) ヘッジ会計の方法

 　① ヘッジ会計の方法

　　　  　繰延ヘッジ処理によっております。

　　　  　なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしている場

合には特例処理によっております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段 ……… 金利スワップ取引

　　ヘッジ対象 ……… 長期借入金利息

ｂ．ヘッジ手段 ……… 商品先物取引

　　ヘッジ対象 ……… 原材料の購入価格

　 ③ ヘッジ方針

　  　　　当社グループの規定である「デリバティブ取引管理規定」に基づき、

金利変動リスク、材料価格変動リスク低減のため、ヘッジを行っており

ます。　　

 　④ ヘッジの有効性の評価の方法　

　  　　　ヘッジ取引前に、有効性を検討した上で取締役会にて承認を受け、手

続き及び管理は当社管理本部が行っております。ヘッジ取引以降におい

ては、ヘッジ手段の損益とヘッジ対象の損益が高い程度で相殺される状

態及びヘッジ対象のキャッシュ・フローが固定されその変動が回避され

る状態が、引き続き認められることを定期的に検証することとしており

ます。ただし、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引につい

ては、有効性の評価を省略しております。　

　

(2) 消費税等の会計処理方法

税抜き方式によっております。
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７．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更

　　資産除去債務に関する会計基準の適用

　　　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。これにより、税金等調整前当期純利益が8,305千円減少しており

ます。

　

　８．表示方法の変更

（連結貸借対照表）

　　　当連結会計年度よりソフトウェア仮勘定（6,688千円）をソフトウェアに

含め、また、特許権（40,250千円）及び電話加入権（5,010千円）を無形固

定資産のその他に含めて表示しております。

　

（連結損益計算書）

　　　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第22号　平成20年12月26日）に基づく、「会社法施行規則、会社計算規

則等の一部を改正する省令」（平成21年３月27日　法務省令第７号）の適

用により、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。
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Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,640,061千円

３．担保提供資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物及び構築物 107,405千円

機械及び装置 1,819千円

工具器具及び備品 27千円

土地 859,235千円

担保付債務

短期借入金 208,330千円

一年内返済予定の長期借入金 73,320千円

長期借入金 158,350千円

４．土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布、平成11年３月

31日改正）に基づき事業用土地の再評価を行っております。再評価の方法

は、「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条

第４号に定める地価税法の路線価に基づいて算定しております。また、再

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。

　　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　再評価を行った土地の連結会計年度末における

　時価と再評価後の帳簿価額との差額　
△507,003千円

　

Ⅳ．連結損益計算書に関する注記

　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株　式　数（株）

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普 通 株 式 22,921,562 － － 22,921,562

３．自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
株　式　数（株）

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株　式　数（株）

普通株式(注) 563,906 825 44 564,687

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加825株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少44株は、単元未満株式の買増請求による減少であ

ります。

４．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額等

　① 平成22年６月25日開催の第87回定時株主総会において、次のとおり決

議しております。

配当金の総額 201,218千円

１株当たり配当額 ９円00銭

基準日 平成22年３月31日

効力発生日 平成22年６月28日

　

　② 平成22年11月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しており

ます。

配当金の総額 111,787千円

１株当たり配当額 ５円00銭

基準日 平成22年９月30日

効力発生日 平成22年12月８日
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 (2) 基準日が当連結会計年度末日に属する配当のうち、配当の効力発生が翌

連結会計年度となるもの

　平成23年６月24日開催の第88回定時株主総会において、次の議案が提

出されます。

配当の原資 利益剰余金

配当金の総額 178,855千円

１株当たり配当額 ８円00銭

基準日 平成23年３月31日

効力発生日 平成23年６月27日

　

Ⅵ．金融商品に関する注記

 １．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、資金運用についてはそのコ

ストと格付けのランクを勘案した最適な負債比率に収めることを原則と

しており、当面は間接金融を主体に調達しております。

　当社においては、金融機関との間で変動的な運転資金については当座

貸越枠、半固定的な運転資金については短期融資枠を設定し、設備投資

などの固定的な資金については長期借入金で対応しております。また、

リスク対応として長期コミットメントラインを設定しております。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、当社グループの規定に従い、リスク管

理を図っております。

  また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日でありま

す。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）

であり、資金運用の効率化と金融リスクの低減及び支払利息の削減を図

るため、グループファイナンス化を進めております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

　については、次のとおりであります。

(単位：千円)　

　
連結貸借対照表計上額

(*1)
時価
(*1)

差額

(1)現金及び預金 　1,100,753 　1,100,753 　－

(2)受取手形及び売掛金 　4,615,195 　4,615,195 　－

(3)投資有価証券
　 その他有価証券　

　618,679 　618,679 　－

(4)長期性預金 　1,000,000 　1,013,267 13,267

(5)支払手形及び買掛金 　  (1,425,618) 　(1,425,618) 　－

(6)短期借入金 　(770,698)    (770,698) 　－

(7)一年内返済予定の長期借入金 　 (173,320) 　 (174,903) △1,583

(8)長期借入金    (333,350) 　(329,529)   3,820

(9)デリバティブ取引（*2）   8,887 　8,887   －

（*1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

ります。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関す

る事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)長期性預金

長期性預金の時価については、元利金額を同様の新規預入を行った場

合に想定される利率で算定する方法によっております。

(5)支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。
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(7)一年内返済予定の長期借入金、並びに(8)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされて

おり（下記(9)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元

利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積

られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9)デリバティブ取引

① 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている

長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長

期借入金の時価に含めて記載しております（上記(7)及び(8)参

照）。

② 商品先物取引については、時価により評価しております。　

　

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額 106,968千円）は、市場価格がなく、

かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価

証券」には含めておりません。

　

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 346円40銭

１株当たり当期純利益 40円６銭
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 性 預 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

6,513,558

100,313

973,674

3,865,088

164,391

49,259

31,156

169,026

921,630

81,327

164,490

△6,800

6,144,182

1,840,459

373,868

14,977

397,469

123

81,276

961,657

11,086

413,412

87,530

281,816

44,064

3,890,310

520,569

2,056,028

1,000,000

208,063

124,448

△18,800

（負　債　の　部） 　

流 動 負 債 4,234,457

支 払 手 形 610,770

買 掛 金 1,522,310

短 期 借 入 金 1,052,750

一年内返済予定の長期借入金 173,320

未 払 金 303,633

未 払 費 用 173,318

未 払 法 人 税 等 248,430

リ ー ス 債 務 101,715

そ の 他 48,207

固 定 負 債 1,381,763

長 期 借 入 金 333,350

退 職 給 付 引 当 金 528,652

役 員 退 職 引 当 金 24,303

環 境 対 策 引 当 金 12,728

再評価に係る繰延税金負債 290,809

リ ー ス 債 務 184,415

資 産 除 去 債 務 7,505

負 債 合 計 5,616,220

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 6,570,948

資 本 金 2,295,169

資 本 剰 余 金 1,860,953

資 本 準 備 金 1,157,189

その他資本剰余金 703,763

利 益 剰 余 金 2,534,243

利 益 準 備 金 189,962

その他利益剰余金 2,344,281

別 途 積 立 金 1,400,000

繰越利益剰余金 944,281

自 己 株 式 △119,418

評価・換算差額等 470,571

その他有価証券評価差額金 42,058

土地再評価差額金 428,513

純 資 産 合 計 7,041,519

資 産 合 計 12,657,740 負債・純資産合計 12,657,740
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損　益　計　算　書

(平成22年４月１日から)平成23年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 12,969,845

売 上 原 価 　 10,484,682

売 上 総 利 益 　 2,485,162

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,700,985

営 業 利 益 　 784,176

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 271,955 　

設 備 賃 貸 料 143,245 　

そ の 他 8,246 423,447

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 24,317 　

設 備 賃 貸 料 原 価 136,795 　

為 替 差 損 82,306 　

そ の 他 971 244,390

経 常 利 益 　 963,233

特 別 利 益 　 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 9,477 9,477

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 3,908     

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4,454     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 120,783     

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 12,728 　

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,505 149,379

税 引 前 当 期 純 利 益 　 823,332

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 268,000 　

法 人 税 等 調 整 額 △17,350 250,649

当 期 純 利 益 　 572,683
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株主資本等変動計算書

(平成22年４月１日から)平成23年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日残高 2,295,169 1,157,189 703,759 1,860,948 189,962 1,400,000 684,604 2,274,566 △119,137 6,311,547

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 － 　 　 △313,006 △313,006 　 △313,006

当期純利益 　 　 　 － 　 　 572,683 572,683 　 572,683

自己株式の取得 　 　 　 － 　 　 　 － △289 △289

自己株式の処分 　 　 4 4 　 　 　 － 9 13

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

　 　 　 － 　 　 　 － 　 －

事業年度中の変動額合計 － － 4 4 － － 259,676 259,676 △280 259,400

平成23年３月31日残高 2,295,169 1,157,189 703,763 1,860,953 189,962 1,400,000 944,281 2,534,243 △119,418 6,570,948

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成22年３月31日残高 70,234 428,513 498,747 6,810,295

事業年度中の変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 － △313,006

当期純利益 　 　 － 572,683

自己株式の取得 　 　 － △289

自己株式の処分 　 　 － 13

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△28,176 － △28,176 △28,176

事業年度中の変動額合計 △28,176 － △28,176 231,224

平成23年３月31日残高 42,058 428,513 470,571 7,041,519
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 ……………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

(2) その他有価証券

時価のあるもの ………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法に

よっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの ………………… 移動平均法に基づく原価法によってお

ります。

　

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。　

　

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品、

原材料及び貯蔵品 …………………

先入先出法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価の切下げの方法）によっておりま

す。

　

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 …………………… 定率法によっております。

（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。　

(2) 無形固定資産 ……………………

（リース資産を除く）　

定額法によっております。
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(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 ………

　

自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法によっております。

　

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 ……

リース取引期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借に係る方法に

準じた会計処理によっております。

　

５．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金 ………売上債権、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金 …従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

率法により按分した額を、発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

(3) 役員退職引当金 …平成15年３月期で役員退職金制度を廃止しております。

なお、役員退職引当金の既引当残高は各役員の退職時

に当該役員に対する引当額を取崩し支給することとし

ております。

　

(4) 環境対策引当金 …「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法」によって処理することが義務づけら

れているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理

費用見込額を計上しております。
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６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしている場合

には特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 ……… 金利スワップ取引

　　ヘッジ対象 ……… 長期借入金利息

③ ヘッジ方針

　当社の規定である「デリバティブ取引管理規定」に基づき、金利変動リ

スク低減のため、ヘッジを行っております。　

④ ヘッジの有効性の評価の方法　

　ヘッジ取引前に、有効性を検討した上で取締役会にて承認を受け、手続

き及び管理は当社管理本部が行っております。ヘッジ取引以降においては、

ヘッジ手段の損益とヘッジ対象の損益が高い程度で相殺される状態及びヘ

ッジ対象のキャッシュ・フローが固定されその変動が回避される状態が、

引き続き認められることを定期的に検証することとしております。ただし、

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、有効性の評

価を省略しております。

　

(2) 消費税等の会計処理方法

税抜き方式によっております。　

　

７．重要な会計方針に係る事項の変更　

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。これにより、税引前当期純利益が7,505千円減少しております。
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８．表示方法の変更

（貸借対照表）　

　当事業年度よりソフトウェア仮勘定（6,688千円）をソフトウェアに含め、

また、特許権（40,250千円）及び電話加入権（3,814千円）を無形固定資産

のその他に含めて表示しております。

　

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,681,003千円

３．関係会社に対する保証債務 　

銀行からの借入債務 ……… ＯＳＤ株式会社 263千円

４．関係会社に対する短期金銭債権 2,411,337千円

５．関係会社に対する短期金銭債務 2,148,081千円

６．担保提供資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物 107,405千円

機械及び装置 1,819千円

工具器具及び備品 27千円

土地 859,235千円

担保付債務

短期借入金 208,330千円

一年内返済予定の長期借入金 73,320千円

長期借入金 158,350千円

７．土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布、平成11年３月31

日改正）に基づき事業用土地の再評価を行っております。再評価の方法は、

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年政令第119号）第２条第４号

に定める地価税法の路線価に基づいて算定しております。また、再評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の

部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△507,003千円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 6,114,291千円

仕入高 9,062,676千円

営業取引以外の取引による取引高 408,867千円

　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式（注） 563,906 825 44 564,687

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加825株は、単元未満株式の買取りによる増加であり

ます。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少44株は、単元未満株式の買増請求による減少であ

ります。

　

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、たな卸資産評価損等

であり、繰延税金負債の主な原因は土地再評価差額金であります。
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

１．法人主要株主

法人主要株主との間における重要な取引がないため、記載を省略しており

ます。

　

２．子会社
　 　 　 　 (単位：千円)

名 称
議決権等の
所 有 割 合

関 係 内 容

取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任

事業上の関係

東 北 オ カ ヤ ㈱ 100％ １名
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

2,060,525
支 払 手 形
買 掛 金

333,444
263,539

資 金 の 貸 付
（注３）

6,630,050 短 期 貸 付 金 180,000

Ｏ Ｓ Ｄ ㈱ 100％ ２名
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

921,856
支 払 手 形
買 掛 金

98,442
129,059

製造設備の貸与
（注４）

52,061
そ の 他
流 動 資 産

4,477

資 金 の 貸 付
（注３）

407,050 短 期 貸 付 金 7,000

資 金 の 借 入
（注３）

330,000 短 期 借 入 金 －

OKAYA ELECTRIC
A M E R I C A  I N C .

100％ －
電子部品及び
機器の販売

資 金 の 貸 付
（注３）

963,518 短 期 貸 付 金 66,520

岡 谷 香 港
有 限 公 司

100％ －
電子部品及び
機器の製造

製 品 の 購 入
（注２）

5,207,194 買 掛 金 848,265

製造設備の貸与
（注４）

78,804
そ の 他
流 動 資 産

6,075

資 金 の 貸 付
（注３）

164,490 短 期 貸 付 金 83,150

岡 谷 香 港 貿 易
有 限 公 司

100％ －
電子部品及び
機器の販売

当社製品の販売
（注１）

2,954,921 売 掛 金 622,186

資 金 の 借 入
（注３）

2,624,994 短 期 借 入 金 －

O K A Y A  E L E C T R I C
( S I N G A P O R E )
P T E  L T D .

100％ １名
電子部品及び
機器の販売

当社製品の販売
（注１）

2,157,301 売 掛 金 612,566

資 金 の 借 入
（注３）

7,697,767 短 期 借 入 金 282,710

O K A Y A  L A N K A
（ P V T ） L T D .

100％ １名
電子部品及び
機器の製造

資 金 の 貸 付
（注３）

6,954,084 短 期 貸 付 金 584,960

(1) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 取引条件及び取引条件の決定方法等

（注１）上記各社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

（注２）上記各社からの製品及び原材料の購入については、当社製品の市場価格から算定した価

格及び各社から提示された総原価を検討の上、決定しております。
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（注３）子会社に対する資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、資金の貸付による担保の受入及び資金の借入による担保の提供はしておりません。

（注４）製造設備の貸与については、当社の貸与資産に係る費用に基づいて決定しております。

（注５）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

３．役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 314円96銭

１株当たり当期純利益 25円61銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月11日　

　岡谷電機産業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 文 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河 西 正 之 
　

　　 　
　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡谷電機産業株式会社の平成22年

４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書について監査を行った。この連結計算

書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合

理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、岡谷電機産業株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月11日　

　岡谷電機産業株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 文 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 河 西 正 之 
　

　　 　
　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡谷電機産業株式会社の平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの第88期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びにその附属明細書について監査を行った。

この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第88期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の

一致した意見として本報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役監査の基準に準拠し、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図るとともに取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。監査の実施

にあたっては、必要に応じて内部監査室とも連携して調査等を行いました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社

法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人

等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明しました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通を図るとともに、必要に応

じて説明を求め、また、実地調査を行いました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

会計監査に関しては、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ

れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）について、

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③　内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であり、また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　 平成23年５月13日 　

　 岡谷電機産業株式会社監査役会 　

　

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 清 田 宗 明 

監 査 役 鈴 木 英 夫 

監 査 役
(社外監査役) 小 川 正 明 

　

　　 　

以　上
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剰余金の処分議案

－ 45 －

株主総会参考書類
　

議案及び参考事項　

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項　

第88期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開を勘

案し、また、昭和45年に東京証券取引所に株式を公開して以来、40周年を迎

えることができたことを記念し、株主の皆様のご支援に感謝の意を表するた

め、記念配当を加えて、下記のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円（うち、普通配当６円・記念配当２円）

総額　178,855,000円　

なお、当期は１株につき５円の中間配当を既にお支払いしておりますの

で、これを合わせた年間配当金は１株につき13円となります。　

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年６月27日といたしたいと存じます。

２．別途積立金の積立に関する事項

①　増加する剰余金の項目及びその額

　　別途積立金　　　　300,000,000円

②　減少する剰余金の項目及びその額

　　繰越利益剰余金　　300,000,000円
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監査役選任議案

－ 46 －

第２号議案　監査役２名選任の件

　本総会の終結の時をもって監査役鈴木英夫氏及び小川正明氏が任期満了とな

りますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。　

　監査役候補者は、次のとおりであります。　

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当社の株
式 の 数

１
　

す ず き 　 ひ で お

鈴 木 　 英 夫

（昭和18年２月26日生）
　

昭和40年３月

昭和62年３月

平成２年６月

平成８年５月

平成12年６月

平成14年６月

当社入社　

経理部長　

取締役管理本部副本部長兼経理部長　

取締役管理本部長　

取締役業務統括本部長　

監査役（非常勤）（現）

12,121株
　

２
　

し ん ば る 　 み き お

新 原 　 幹 男

（昭和25年２月４日生）

昭和47年４月

　

平成６年４月

平成10年４月

平成14年４月

平成16年１月

平成18年４月

平成20年４月

　

平成21年４月

　

平成23年４月

安田生命保険相互会社（現明治安田

生命保険相互会社）入社

同社金沢支社長

同社船橋支社長

同社郡山支社長

同社名古屋西支社長

同社理事 名古屋西支社長

明治安田ビルマネジメント株式会社

専務取締役

株式会社ＭＹＪ専務取締役ＭＹＤＰ

事業本部長

同社非常勤取締役（現）

0株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．新原幹男氏は、社外監査役候補者であります。

３．新原幹男氏を社外監査役候補者とした理由は、金融機関及び事業会社において培って

こられた幅広い経験と見識に鑑み、会社の監査業務に十分な見識を有しておられ、社

外監査役としての職務を適切に遂行いただけると判断したものです。

４．当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めておりますが、当該契約の締

結は予定しておりません。
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補欠監査役選任議案

－ 47 －

第３号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する
当社の株
式 の 数

は や し 　 た か み つ

林 　 孝 光

(昭和31年２月26日生)

昭和54年４月　帝国ピストンリング株式会社入社

平成18年３月　同社経営企画室主幹

平成21年６月　同社経営企画室長（現）

平成23年６月　同社執行役員経営企画室長（就任予定）

0株

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．林孝光氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．当社は、林孝光氏の帝国ピストンリング株式会社における経営企画室長としての実績

を高く評価、当社とは利害関係のない見地から適切な指導及び社外監査役としての職

務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠社外監査役として選任をお願いするも

のであります。

４．当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款で定めておりますが、当該契約の締

結は予定しておりません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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地図

第88回　定時株主総会会場ご案内
　

　

　 会 場 東京都千代田区九段北四丁目２番25号

　 　 アルカディア市ヶ谷（私学会館）５階　穂高の間

　 　 電話　03 (3261）9921

　

（交通）

ＪＲ中央線（各駅停車） 市ヶ谷駅より徒歩２分

東京メトロ有楽町線・南北線 市ヶ谷駅（Ａ１－１出口）より徒歩２分

都営地下鉄新宿線 市ヶ谷駅（Ａ１－１出口）より徒歩２分　

　

（会場付近略図）

　

アルカディア市ヶ谷
（私学会館）

市
ヶ
谷
橋

日
本
テ
レ
ビ
通
り

外濠
通り

市谷
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←新宿
方面

←四ツ
谷方面

Ｊ
Ｒ

市
ヶ
谷
駅

飯田
橋方
面→

ＪＲ
・中
央線
(各
駅停
車)

交番

靖国通り 九段下方面→

地下鉄
A1-1出口 市ヶ谷プラザ

三菱東京
ＵＦＪ銀行

日本大学
本部

りそな銀行

九段南四

A3出口

地下鉄
A4出口

正面玄関

外濠

外濠

一方
通行

　ＪＲ市ヶ谷駅改札口付近及び地下鉄Ａ１－１出口付近の路上に当社係
員がプラカードを持って立っておりますので、お気軽に道順をお尋ねく
ださい。

 




